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1. 研究目的 

アドバンスケアプランニング(以下 ACP とする)とは、患者の自己決定を最大限尊重することを目指した

将来のケアに関する個人とケア提供者の話し合いのプロセスである。特養の看護職は、日常の医学的判

断を担う面があるため、看護職が主体的な身体アセスメントを基に ACP の内容やタイミングを判断してい

くことが求められる。申請者の先の調査で、特養では、(1)看護職が入所者の身体機能の変化に気付く

こと、(2)看護職が(1)について医師に相談することの 2 点が、適切な時期に話し合いの場を設ける条件

となることが示唆された。本調査では、特養で上記 2 点を成立させる看護職の日常活動を言語化し明

らかにすることを目的とする。 

 

2. 研究の意義 

日本では、地域での生活を基盤とした包括的保健医療体制の構築が進められている。厚生労働省

のガイドライン１)では、医療機関以外の施設等においても ACP の概念を用いた意思決定プロセスが推

奨されている。特養では、施設入所者の日常生活や身体機能の変化に対応する機能を持つ看護職が、

適切な時期に医療・ケアについて家族や多職種との話し合いの場を設ける役割を担う。この看護職の日

常活動を言語化し、特養における医療・ケアの意思決定プロセスにおける看護職の役割を明確化するこ

とにより、特養での終末期ケアなどの供給体制の充実・向上につながることが期待できる。これが本調査

の意義である。 

 

3. 研究の特色・独創的な点 

特養は、特に介護度の高い高齢者の「終の棲家」としての機能が期待され、「看取り介護加算」が創

設された 2006 年以降、特養での死亡割合は増加傾向にある 2)。千葉ら 3)の調査では、終末期ケアの

取り組みを行っている特養では、臨終時の医師の死亡確認体制のほか、看護職の夜勤体制がある施

設で有意に終末期ケアを行っていることが明らかにされている。Flo ら 4)は、英語圏における nursing 

home での ACP について、ACP 介入の内容、障壁と促進要因等について 16 の論文をレビューし、複

数の研究で医師の不在が ACP の障壁として挙げられていた。このように、医師が死亡確認に携わる、看

護職が夜間でも直接対応できる、あるいは医師が ACP プロセスに関わることにより、特養の ACP が効果

的となることが予想される。しかし、特養では、医師が普段、不在である施設が大部分を占め、看護職が

夜勤を行っている施設は非常に少ない。そのため、今後の方針を決定するために重要な、利用者の身体

的アセスメントを看護職が中心となって実施する、あるいは効果的に医師と連携することが ACP プロセス

における看護職の重要な役割であると考える。 

 厚生労働省のガイドライン１)には、「人生の最終段階における医療・ケアについて、医療・ケア行為の開

始・不開始、医療・ケア内容の変更、医療・ケア行為の中止等は、医療・ケアチームによって、医学的妥

当性と適切性を基に慎重に判断すべきである」とある。ACP の前提になるのは、この専門的な判断であ

る。しかし、複数の先行研究において、特養看護職は、「異常の見極め」5)や「医師の代理の重責」6)な

ど、利用者の身体状況の医学的判断に重責を抱えていることが示されている。在宅看護においては、

「心身機能の状態に変化」がみられた時期に ACP 介入を行っているという調査結果 7)があるが、1 対 1

で直接身体アセスメントを行う在宅看護に比べ、特養での日常のケアは主に介護職員が担っており、看
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護職は間接的に利用者の身体状況を把握していく専門性が問われる 8)。また、非がんでははっきりとした

予後予測指標がなく 9)、高齢者は特に終末期の判断が難しい 10)ことに鑑みると、特養では難しい医学

的判断を行いながら ACP のタイミングや内容を判断する必要があることが考えられる。 

 Levinsky11)は、治療を制限するメカニズムとして advance medical planning が機能することに懸

念を示した。特養において、ACP の前提となる「医学的妥当性と適切性」判断が困難な条件下で、

ACP の「本人の自己決定を最大限尊重する」という側面のみが強調されるのならば、Levinsky の懸念

は現実のものとなる可能性がある。これに対し Detering ら 12)は、メルボルンの大学病院の入院患者を

対象とした ACP 介入の調査で、介入群と非介入群で生存期間に差がなく、Levinsky の懸念は払拭

されたと結論している。しかし、Detering らの調査は、病気を理解し議論する能力、現在および将来の

治療について判断する能力がある患者が対象であった。多くが入所時から認知症を有している場合が多

い特養では、ACP に相当する話し合いは、本人ではなく家族がその主体者となることが多い。厚生労働

省のガイドライン１)によると、本人の意思が推定できない場合には、最善の利益について医学的評価の

変更等に応じて家族・医療・ケアチームで繰り返し話し合うとされている。つまり、特養においては、「医学

的妥当性と適切性」判断が ACP を機能させるための重要な条件となると考えられる。 

 申請者の先の調査によって、特養では、①適切な時期に看護職が身体機能の変化に気付くこと、そし

て②タイムリーに看護職が医師に相談することの 2 点が、適切な時期に家族と話し合いの場を設ける条

件となることが示唆された。そのため本調査では、特養において上記 2 点を成立させる看護職の日常活

動を言語化し明らかにすることを目的とする。本調査では、実際に行われている特養での看護職の日常

活動をフィールドワークにて具体的に把握したことを基に帰納的に分析し、その結果を基に看護職へのイ

ンタビューを通じて演繹的に確認することを予定しており、その点が本調査の特色・独創的な点である。 

 

4. 本研究に関する国内外の研究状況 

特養での看護職による身体状況の判断についての先行研究では、「看取り」ケア開始時期判断に関

する研究 13)や看護職が死期を判断したサイン 14)などがある。日本における ACP 研究は、ホスピスの

ACP15)、がん患者における ACP の概念分析 16)、訪問看護師による ACP7)などが報告されているが、い

ずれも病院・在宅分野での研究にとどまっている。野村ら 17)は特養での救急医による ACP 介入と医療

機関への入院数や死亡者数を調査したが、その際の看護職の関与は不明である。つまり、日本において

は、特養の ACP について調査した研究はほとんどなく、海外においても、まだ十分な研究の蓄積がない。

本調査では、適切な時期に話し合いの場を設けるための条件を具体的に明らかにすることにより、特養に

おける ACP 介入の看護職の役割を示唆する重要な報告となることが期待できる。 

 

5. 研究方法 

本調査は、(1)看護職が入所者の身体機能の変化に気付くこと、(2)看護職が(1)について医師に

相談することの 2 点を成立させる看護職の日常活動を言語化するものである。そのため、調査方法は参

与観察と看護職へのインタビューの 2 段階で構成される前向き観察研究である。特別養護老人ホーム

に勤務する看護職員を調査対象者とし、看護職の日常活動の参与観察を実施したうえで、看護職にイ

ンタビューを行う。インタビュー内容から逐語録を作成し、コード化、サブカテゴリー化、カテゴリー化を順に



[様式Ｄ－1] 

行い、カテゴリー順に並べる。明らかになったカテゴリーを用いてマトリクス化し、(1)と(2)における看護職の

役割を言語化し可視化する。 

 

6. 結果 

COVID-19 の流行に伴い、調査対象施設において外部からの調査の受け入れが不可となり、調査

日程は延期になっている。再度調査の受け入れについて対象施設の施設長に電話で調査協力依頼を

行い、今後状況が落ち着いた時点で受け入れ可能である旨内諾は得られている。本助成期間終了後

については、日本学術振興会科学技術研究助成が獲得できたため、施設長の同意が得られ次第、参

与観察と調査対象者となる看護職のインタビューを実施する予定である。以上のとおり、本助成期間内

に予定していたフィールドワークを実施することができなかったが、より丁寧で学際的な文献レビューに時間

と予算を費やすことが可能になり、財団の助成を受けた期間内に実施した文献レビューが厚みのあるもの

になった。その結果は、研究成果として学術誌に投稿・掲載されている。本報告書では、助成期間内に

投稿・掲載された下記論文を研究成果として報告する。 

 

特別養護老人ホームでアドバンス・ケア・プランニングは可能か, 臨床老年看護, 27(4) , 63-70, 

2020.(招待有り単著) 

ACP に関する国内外の研究動向と、国内の特養をめぐる情勢を総説として示したうえで、これま

での特養での看護職へのシャドーイングとインタビュー調査から得られた知見を臨床レベルで活用可

能な知見としてまとめた。 

ベッドサイドの統治性, Core Ethics, 17, 79-89, 2021. (査読有り単著) 

終末期の意思決定「支援」に関する従来の一般的な議論では、支援の方法やその運用方法が

問われてきた。本稿では、「統治性」の観点から、終末期の意思決定「支援」の位置と機能を反省

的に捉えなおすことを目的とした。方法として、F. ナイチンゲール(1860)18)の文献を参考に看護の

責任の二重性について検討したうえで、P. シンガー(2009)19)らのマクロレベルの功利主義と、それ

が看護職倫理を介してベッドサイドに接続するような H. クーゼ(1987, 1997)20)21)の議論を検

討した。結果、ベッドサイドで終末期の医療について決めることを要請する統治性においては、専門

職、ことに看護師による「支援」に重大な役割が賦与されている次第が示された。結論として、本稿

で示されたベッドサイドの統治性にみられる「支援」は、ナイチンゲールが定義する看護の仕事ではな

いことを指摘した。 

「人生の最終段階」における無益性の解釈と Advance Care Planning, 保健医療社会学論集, 

31(2), 36-46, 2021.(査読有り単著)(園田賞受賞) 

「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」は、患者の自己決定

権が尊重されるために必要なプロセスを示すものとして概ね肯定的に捉えられてきた。しかし、2018

年の改訂で Advance Care Planning(ACP)の概念が盛り込まれたことを契機に、改めて従来と

は異なる観点、すなわち、医療の不開始と中止(消極的安楽死)の指針として捉えなおす必要が

生じてきた。本稿では、ガイドラインの射程、二つの無益性、システムと ACP の関係に注目しながら、

このガイドラインが及ぼし得る作用について考察した。その結果、「理としての」無益性と「情としての」
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の無益性 22)が混同されていること、ACP に関連した社会保険制度が二つの無益性の混同による

医療の不開始や中止を「正解」としてレールを敷いていることが示された。これらにより、医療の不開

始や中止が軋轢なく行われるシステムが形成されつつある。 

治療の差し控えと中止における QOL と終末期の概念, 保健医療社会学論集,(Under Review) 

QOL と終末期の概念をどう捉えるかは、患者の治療の差し控えや中止が許容、推奨、あるいは

問題とされる際に外せない論点である。本稿では、患者の QOL と終末期の概念が治療の差し控

え と 中 止 に ど の よ う に 関 係 し て い る か 、 生 命 倫 理 学 と 医 療 の 分 野 の 主 要 な 議 論
23)24)25)26)27)28)29)30)31)を辿ることによって明らかにすることを目的とした。「生命の質」と訳される

「差別的」QOL と、臨床で用いられる「生活」あるいは「環境」の質としての QOL は分けて考えるべ

きとみなされているが、特定の質の生命を終末期とみなすことによって、「差別的」QOL 評価という批

判をかわすことも可能になるということが示された。とくに非がんでは終末期の定義は困難であることか

ら、価値中立的な患者の QOL 評価ができないことと同様に、価値中立的な終末期の措定が可能

な場合はきわめて限られた病態なので、治療の差し控えと中止が推奨されるような普遍的な病態

などないということが結論された。 
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